受領書(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士監修ですが、受領する物の性質・取引の重要度に応じた修正が必要です。重要案件(高額物品・重要書類・大量の現金等)では、必ず弁護士・税理士のレビューを受けてください。
【受領書の性質に関する注記】 受領書は、物品・書類・金銭等を受け取ったことを証明するため、受領者が引渡者に対して発行する一方的書面です。契約書ではないため「甲乙」の対立構造はとらず、受領者が引渡者宛に作成します。受領する対象により印紙税の取扱いが異なる(物品・書類は非課税、金銭は5万円以上で第17号文書)ため、適切なパターンを選択してください。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む受領書のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 受領内容・日付・当事者情報を編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 受領者の署名押印(法人の場合は社印・個人の場合は認印可)
1. 引渡者へ送付(書面・メール・電子契約サービス等)
1. (金銭受領で5万円以上の場合)収入印紙の貼付(電子化なら不要)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	印紙税

	メイン
	標準的な物品受領
	非課税

	①
	詳細版物品受領書(状態確認含む)
	非課税

	②
	書類受領書
	非課税

	③
	金銭受領書(=領収書)
	5万円以上で第17号文書

	④
	契約書原本受領書
	非課税

	⑤
	検収書(参考)
	非課税




【メインテンプレ】受領書(標準版・物品)

受 領 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[引渡者の正式名称(例:○○株式会社)] 御中
         住所:[受領者の住所]
         氏名:[受領者の正式名称]   印
         (法人の場合)代表者:代表取締役 [氏名]
下記の物品を、上記の日付に確かに受領いたしましたので、ご通知申し上げます。
                記
受領物品の表示
	No.
	品名
	型番・規格
	数量
	単位
	状態

	1
	[品名]
	[型番]
	[○○]
	個
	良品

	2
	[品名]
	[型番]
	[○○]
	個
	良品

	3
	[品名]
	[型番]
	[○○]
	個
	良品


受領の詳細
	項目
	内容

	受領日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	受領場所
	[受領した場所(住所)]

	受領担当者
	氏名

	関連契約・取引
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付 [契約名/発注書番号等]


                                                以 上


【書式パターン①】詳細版物品受領書(状態確認・検査結果含む)

物 品 受 領 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[引渡者名] 御中
         住所:[受領者住所]
         氏名:[受領者氏名]   印
         受領担当者:[担当者名]
下記の物品を確認の上、受領いたしました。
                記
受領物品の表示及び検査結果
	No.
	品名
	型番
	数量
	外観確認
	動作確認
	備考

	1
	[品名]
	[型番]
	[○○]個
	異常なし
	良品
	-

	2
	[品名]
	[型番]
	[○○]個
	異常なし
	良品
	-

	3
	[品名]
	[型番]
	[○○]個
	[軽微な擦り傷あり]
	良品
	[補修不要との合意あり]


受領時の留意事項
1. 上記物品の受領にあたり、外観・数量・動作の各項目を確認いたしました。
1. 確認結果に異常が認められた場合は、上記「備考」欄に記載しております。
1. 後日、隠れた不具合・契約不適合(民法第562条以下)が発見された場合は、別途、相手方と協議の上、対応するものといたします。
·                                              以 上

【パターン①の留意点】 - 詳細な状態確認を行った場合に活用 - 検収書と類似するが、検収書は「契約適合性の承認」までを含む点で異なる - 受領時には気づかなかった隠れた不具合への対応余地を残す文言を含む


【書式パターン②】書類受領書

書 類 受 領 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[引渡者名] 御中
         住所:[受領者住所]
         氏名:[受領者氏名]   印
下記の書類を、上記の日付に確かに受領いたしましたので、ご通知申し上げます。
                記
受領書類の表示
	No.
	書類名
	通数
	原本/写し
	備考

	1
	[書類名(例:業務委託契約書)]
	1通
	原本
	-

	2
	[書類名(例:印鑑証明書)]
	1通
	原本
	発行日:令和[○]年[○]月[○]日

	3
	[書類名(例:登記事項証明書)]
	1通
	原本
	発行日:令和[○]年[○]月[○]日

	4
	[書類名(例:身分証明書)]
	1通
	写し
	-


受領の詳細
	項目
	内容

	受領日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	受領場所
	[受領場所]

	受領担当者
	[氏名]

	関連契約・取引
	[関連情報]


機密保持に関する確認(該当する場合)
上記書類のうち、機密情報又は個人情報を含む書類については、別途締結した秘密保持契約書又は本会社内の機密管理規程に基づき、適切に管理いたします。
                                                以 上


【書式パターン③】金銭受領書(=領収書)

受 領 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[支払者名] 様
         住所:[受領者住所]
         氏名:[受領者氏名]   印
受領金額
金額:¥[○,○○○,○○○]−(税込) (金 [漢数字]円也)
受領事由
但 し:[受領事由(売上代金/解決金/補償金/慰謝料/その他)]
令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付[契約書/請求書/その他]に基づく
上記の金額を、確かに受領いたしました。
                                                以 上
[5万円以上の場合は収入印紙貼付]
[ ] [ 収入印紙 ] [ 第17号文書 ] [ ]
(電子化する場合は印紙不要)

【パターン③の留意点】 - 金銭の受領は「領収書」と書いても「受領書」と書いても法的効力は同じ - 5万円以上は第17号文書として印紙税対象(収入印紙貼付) - 個人(自然人)の営業外取引は非課税 - 民法第486条により発行義務あり - 電子化(電子契約・電子領収書)なら印紙税ゼロ

印紙税の判定(参考)
	金額
	売上代金
	売上代金以外

	5万円未満
	非課税
	非課税

	5万円〜100万円
	200円
	200円

	100万円〜200万円
	400円
	200円

	200万円〜300万円
	600円
	200円

	300万円〜500万円
	1,000円
	200円

	500万円〜1,000万円
	2,000円
	200円

	1,000万円〜2,000万円
	4,000円
	200円

	2,000万円〜3,000万円
	6,000円
	200円

	3,000万円〜5,000万円
	10,000円
	200円

	5,000万円〜1億円
	20,000円
	200円




【書式パターン④】契約書原本受領書
(重要契約書原本の受領証として活用)

契 約 書 原 本 受 領 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[引渡者名] 御中
         住所:[受領者住所]
         氏名:[受領者氏名]   印
         (法人の場合)代表者:代表取締役 [氏名]
         受領担当者:[担当者名]
下記の契約書原本を、上記の日付に確かに受領いたしましたので、ご通知申し上げます。
                記
受領した契約書原本の表示
	No.
	契約書名
	締結日
	当事者
	通数

	1
	[契約書名]
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
	甲・乙
	1通

	2
	[関連覚書名]
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
	甲・乙
	1通


受領後の取扱い
1. 受領した契約書原本は、自社の規程に基づき、適切に保管いたします。
1. 契約書の内容に基づく権利義務は、本受領後も両当事者の合意に従って履行されます。
1. 万が一、契約書原本に破損・紛失等が生じた場合、速やかに引渡者にご連絡いたします。
·                                              以 上


【書式パターン⑤】検収書(参考)
(契約適合性の承認を含む検収完了の証明・受領書とは別の概念)

検 収 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[納入者名] 御中
         住所:[検収者住所]
         氏名:[検収者氏名]   印
         検収担当者:[担当者名]
下記の成果物について、契約内容との合致を確認の上、検収完了したことを通知いたします。
                記
検収対象
	項目
	内容

	検収対象
	[成果物名(例:○○システム開発成果物・○○製品)]

	関連契約
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付[契約書名]

	納品日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	検収日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	検収場所
	[検収場所]

	検収結果
	合格(契約内容に合致)


検収結果の詳細
1. 上記成果物について、契約書記載の仕様・品質・性能・数量と合致することを確認しました。
1. 検収完了をもって、本契約に基づく報酬支払期日(検収完了後[60]日以内等)が開始するものとします。
1. 検収完了後の契約不適合(民法第562条以下)については、契約書の規定に従って対応します。
·                                              以 上

【パターン⑤の留意点】 - 検収書は「契約内容との合致を確認」する書面で、受領書とは異なる - 業務委託の成果物・特注品・高額品の受領時に活用 - 検収完了が支払期日のスタートとなる契約が多い - 検収後の指摘は原則制限される(契約不適合責任の範囲を除く) - フリーランス新法対応では検収完了後60日以内の支払が必須

印紙税について
受領書は、対象により印紙税の判定が異なります。
印紙税の判定マトリクス
	受領対象
	印紙税法上の区分
	印紙税

	物品の受領書
	非課税
	0円

	書類の受領書
	非課税
	0円

	契約書原本の受領書
	非課税
	0円

	検収書
	非課税
	0円

	5万円未満の金銭受領書
	非課税
	0円

	5万円以上の金銭受領書(売上代金)
	第17号文書(1号)
	200円〜

	5万円以上の金銭受領書(売上代金以外)
	第17号文書(2号)
	200円

	営業外取引の領収書(個人の取引)
	非課税
	0円


電子契約による発行なら印紙税ゼロ
電子契約サービスを利用して受領書・領収書を発行する場合、印紙税は発生しません。受領書を頻繁に発行する事業者にとって、節税効果が大きいです。
(具体的な税務判断は税理士にご相談ください。)

電子化の対応
受領書は、電子帳簿保存法・2020年民法改正対応により、電子化が広く認められています。
電子化のメリット
· 印紙税ゼロ(高額金銭受領での節税効果大)
· タイムスタンプによる受領日時の証拠化
· 改ざん検知(電子署名で内容変更を防止)
· 電子帳簿保存法に自動対応(7年間保存要件をクリア)
· 検索性の向上(検索性確保要件への対応)
· 複数受領書の一元管理
· 相手方のアカウント登録不要(数クリックで確認)
· スマホからも署名OK(現場での受領にも対応)
· 検収書・納品書・契約書等の関連書類と一元管理
民法第486条第2項(電磁的記録による受取証書)
2020年改正民法第486条第2項により、弁済者は、受領者に対して電磁的記録による受取証書の交付を請求できることが明記されました。これにより、電子受領書・電子領収書も法的に有効です。

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、受領する物の性質・取引の重要度に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・税理士にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 受領した物の特定(品名・数量・状態・金額等)が正確であること
· 受領日が明示されていること
· 受領者・引渡者の情報が漏れなく記載されていること
· 受領者の押印(法人は社印・個人は認印可)
· 5万円以上の金銭受領は印紙税の対象であること(電子化なら不要)
書式選択の確認
· 物品の受領 → メインテンプレ又はパターン①
· 書類の受領 → パターン②
· 金銭の受領 → パターン③(=領収書)
· 契約書原本の受領 → パターン④
· 契約適合性の確認まで → パターン⑤(検収書)
物品受領書(メイン・パターン①)
· 品名・型番・数量を正確に
· 状態に問題がある場合は備考欄に明示
· 隠れた不具合(契約不適合)への対応余地を残す
· 大量受領の場合はパターン①の詳細版を活用
書類受領書(パターン②)
· 原本/写しの別を明示
· 機密情報・個人情報を含む書類は機密保持義務を明記
· 重要書類は紛失防止のため受領場所・担当者を明示
金銭受領書(パターン③)
· 5万円以上は第17号文書(印紙税対象)
· 売上代金(課税対象)と売上代金以外(200円固定)で印紙税額が異なる
· 個人(自然人)の営業外取引は非課税
· 民法第486条による発行義務に対応
· 電子化で印紙税ゼロ
契約書原本受領書(パターン④)
· 高額・重要契約では必ず原本受領書を発行
· 契約書の保管責任を明確化
· 破損・紛失時の連絡義務を明示
検収書(パターン⑤)との使い分け
· 単純な「受領」のみ → 受領書
· 「契約内容との合致確認」まで → 検収書
· 検収完了が支払期日のスタートとなる契約が多い
· フリーランス新法対応では検収完了後60日以内の支払が必須
編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自社の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターンは削除可能。
· 受領物が複雑な場合は、別途明細書を添付してください。
· 5万円以上の金銭受領で紙書面の場合は、収入印紙を貼付してください。
トラブル時の相談先
· 弁護士(受領・引渡しに関する法的紛争)
· 税理士(印紙税・税務処理)
· 公認会計士(会計処理)
· 税務署(印紙税・税務全般の相談)
· 法テラス(法律相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は国税庁等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。高額物品・重要書類・大量の現金等の受領では、必ず弁護士・税理士等の専門家にご相談ください。
